「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	項　目
	３．ホームレス自立支援に関する取り組み

	事業実績及び
事業効果
	ホームレス巡回事業指導事業

平成２１年４月より施行された「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」に基づき、大阪府・市町村ホームレス自立支援推進協議会中河内・南河内ブロック内の関係市町村と共同で巡回相談指導事業を実施し、アウトリーチによる相談・見守り、脱却に向けた支援等の実施や関係機関との連絡調整を行ってきた。その結果、平成２１年１月に実施された『ホームレスの実態に関する全国調査(概数調査)』では６１名が確認されていたが、平成２５年１月の同調査では16名まで登録者は減少した。現時点で本市のホームレス状態にある者は市内公園や道路に点在しており、広域にわたるため、巡回によるアウトリーチが効果的であると考えている。

ホームレス緊急一時宿泊事業

本市では平成２２年７月より、民間の宿泊施設と契約を結び事業を開始した。

事業開始当初は経済状況が不安定であったこともあり、急に野宿生活を余儀なくされた者に対して宿所を提供することができ、その後の支援も円滑に実施できたことで支援期間の短縮にも繋がったと考える。



	課題・問題点
	本市におけるホームレス数は本計画期間内で大幅に減少したが、いまだ市内には　ホームレスが点在しており、広域にわたるため、巡回によるアウトリーチが必要であると考える。また、新たにホームレス状態に至った者を早期に発見するためにも、今以上に道路、公園等施設管理者との連携が必要である。

緊急一時宿泊施設については、年間利用件数が事業開始当初と比較して減少しているものの、早急に宿所を提供する必要がある者の相談は現状もあり、迅速に対応することで、ホームレス状態に至る前や早期の時点で適切な支援が可能と考えている。今後は費用対効果を勘案しながら事業について検討を行いたい。

	計画に対する意見、今後の
取り組み方向
	現在、野宿生活を行っている者の多くは面談が実施できない者や脱却について、  明確な意思等が示されない者が大半であり、今後の支援は困難が予想される。夜間の　アウトリーチや、医療スタッフの同行など、現在も野宿生活を継続している者に対して　注力した支援を検討したい。

また、新たにホームレス状態に陥る可能性のある者に対する適切な支援を行う　　　ため、早期発見に向けたシステム構築が必要と考える。そのためにも今後も市内関係部局と連携し、情報交換を継続したい。

	市町村部局名
	東大阪市福祉部生活福祉室　
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